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Ⅰ 平成20年度決算の概要



前期比
20年度

《静岡銀行単体の状況》

増減率増減額（億円、％）

△83.5△ 19539法人税等合計（△）

－＋29△ 2特別損益

△3.8△ 812,054経常収益

△72.6△ 448169経常利益

△71.6△ 419167税引前当期純利益

△63.6△ 224128当期純利益

一般貸倒引当金繰入額 （△）

基礎的業務純益 ※

経 費 （△）

＋141.3
－

＋110
△ 278

188
△ 175

うち不良債権処理額 （△）
うち株式等関係損益

－△ 394△ 368臨時損益

△9.1△ 54537業務純益

－＋157155

＋5.8＋38690

＋2.4＋19796

＋8.4
△12.8
△37.2

－
－

＋100
△ 23
△ 11
＋56
＋66

1,297
154
18
18
1

資金利益
役務取引等利益
特定取引利益
その他業務利益
（国債等債券関係損益）

＋9.0＋1231,487業務粗利益

※基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

＋5697国際業務部門

＋1001,297合計

＋8178預金等利息 （△）

＋19211有価証券利息配当金

＋361,180うち貸出金利息

＋451,200国内業務部門

前期比20年度〔資金利益内訳〕
（億円）

平成20年度決算の状況

1

個別貸倒引当金
繰入額 ＋99156

うち一般貸倒引当金
繰入額 ＋157155

＋267343与信費用（△）

〔与信費用内訳〕

〔単体〕
業務粗利益 1,487億円（前期比＋123億円）
業務純益 537億円（ 〃 △54億円）
基礎的業務純益 690億円（ 〃 ＋38億円）

株式等償却 △160△174

うち株式等売却損益 △105△0

△278△175株式等関係損益

〔株式等関係損益内訳〕

増減率増減額（億円、％）

前期比
20年度

《連結決算の状況》

＋17.9＋3232,123連結経常費用 （△）

△217

△452

△129

△62.6130連結当期純利益

△69.3200連結経常利益

△5.32,322連結経常収益

基礎的業務純益 8期連続増益

（億円）

（億円）



25,403

24,375

19,499

18,744

19年度 20年度

銀行全体 うち静岡県内

【中小企業貸出】平残 25,403億円
前期比＋1,028億円（年率＋4.2％）

【個人貸出】 平残 19,489億円
前期比＋1,327億円（年率＋7.3％）

【保証協会利用状況】平残5,874億円
・県内の緊急保証の利用状況

実行6,697件／1,736億円

【参考】申込7,213件／2,054億円（県内シェア45.4％）

54,955
57,913

61,432

36,853
38,585

40,660

28.0%

28.9%

27.3%

18年度 19年度 20年度

銀行全体
うち静岡県内

※地方公社を含まない （億円）

（億円）
20年度の総貸出金残高（平残）61,432億円、前期

比＋3,519億円（年率＋6.1％）

＋＋2,072,0755

県内金融機関におけるシェア※（末残）

19,489

18,162

16,142

15,178

19年度 20年度

銀行全体 うち静岡県内

＋1,028

＋＋964964

＋1,327

※全業態シェア

＋＋755755

（億円）

総貸出金残高（平残）の推移

総貸出金残高（平残）の増減内訳 うち中小企業向け貸出金残高（平残）の推移 うち個人向け貸出金残高（平残）の推移

貸出金の状況

【増減額内訳（前年同期比）】 （億円）

2

＋3,519

公共向け
＋7

個人
＋1,327

中小企業
＋1,028

海外 ＋299

大・中堅企業
＋858

＋
３
、
５
１
９



179
232

372

90

17 21
47 40

75

343

0.35

0.03 0.04
0.09 0.07

0.45

0.18
0.13

0.55

0.73

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

与信費用比率

与信費用の状況

与信費用：20年度 343億円（前期比＋267億円）与信費用比率：0.55％

一般貸倒引当金繰入額 155億円

（前期比 ＋157億円）

不良債権処理額 188億円

（ 〃 ＋110億円）

うち個別貸倒引当金純繰入額156億円

（前期比 ＋99億円）

3

・債務者区分の変更等 222億円

・担保評価下落等 9億円

・格上、回収等による取崩 △75億円

合計 156億円

【与信費用内訳】

※与信費用＝ 不良債権処理額 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 －貸倒引当金取崩額 与信費用比率＝与信費用÷貸出金平残
19年度以降の不良債権処理額には信用保証協会責任共有制度に関する偶発損失引当金繰入額等を含む

与信費用・与信費用比率の推移
（億円、％）



1,968

△715
（△604）

＋489

１８年度

2,0821,955リスク管理債権

△765
（△532）

△706
（△600）

オフバランス化
（うち破綻懸念先以下）

＋892＋693新規発生

２０年度１９年度

不良債権の状況

延滞なし
75%

延滞 25%

217億円（10.4％）

1,703億円（81.8％）

162億円（7.8％）

2,082億円

21年3月末のリスク管理債権の総額 2,082億円（20年3月末比＋127億円）
・破綻懸念先以下＋249億円、貸出条件緩和債権△122億円

リスク管理債権の割合 3.27％（同 △0.02ポイント）
・部分直接償却を実施した場合の197億円と、信用保証協会の保証付貸出金の1,003億円を控除した

場合のリスク管理債権総額882億円、実質的なリスク管理債権の割合1.38％（同△0.17ポイント）

カバー率88.4％（同 ＋2.5ポイント）

リスク管理債権の状況（単体ベース）

リスク管理債権の内訳

不良債権のオフバランス化

不良債権の状況

4

〔５３２億円の内訳〕 （億円）

９１債権売却

１０６本人弁済・預金相殺

８２格 上 げ

１０直接償却

２４３担保処分・代位弁済

実質的なリスク管理債権

882億円

1,003億円

197億円

2,082億円

＋127

破綻先債権

延滞債権

3カ月以上延
滞・貸出条件

緩和債権

【破綻懸念先】
1,375億円
カバー率88.8％

【実質破綻先】
328億円
カバー率100％

【要管理先】
162億円
カバー率46.6％

部分直接償却額

信用保証協会
保証付貸出金

実質的なリスク管理債権

【リスク管理債権比率】

1.38％



特定業種の与信の状況

特定業種(不動産業、建設業、貸金業･投資業等、物品賃貸業)の融資シェアはいずれも8％以下、特定業種
への与信集中はない

予測損失額(EL)は与信全体で102億円、特定業種のうち最も多い不動産業でも9億円未満

5

事業性貸出に占める特定業種の状況

宿泊業

物品賃貸業

不動産業
貸金業・投資業等

小売業
建設業

輸送用機械

卸売業

500

1,500

2,500

3,500

4,500

5,500

6,500

2 3 4 5 6 7 8 9 10

【与信残高対予測損失額】

与

信

残

高

（億円）

（億円）
予 測 損 失 額 ( Ｅ Ｌ )

△２５９５．６２，６１８貸 金 業 ･
投 資 業 等

＋４２０１３．２６，１３８卸 売 業

△３２

＋１

＋１，２２０

△３２６

＋２５

△２０

＋１，９０８

前期比

不 動 産 業

１００．０４６，６３６全 体

宿 泊 業

小 売 業

輸送用機械

物品賃貸業 ５．４２，５１７

８．４３，９２６

５．９２，７６９

１．７７８０

６．６３，０６８建 設 業

７．２３，３３９

残高 構成比

※実質破綻先以下は除く（億円、％）

【与信残高(2１年３月末)】



5,089 3,640

3,237
2,070

8,146

7,842

2,390

2,451

3,132
4,480

20年3月末 21年3月末

国債

地方債

社債

株式

その他

有価証券の状況

21年3月末の有価証券残高 20,483億円（20年3月末比 △1,511億円）

21年3月末の株式･債券･投資信託等の有価証券評価損益＋642億円（同 △1,120億円）

うち株式評価損益＋686億円（同 △1,084億円）

（億円）△△1,5111,511

686億円1,770億円うち株式

642億円1,762億円有価証券評価損益

日経平均株価

3.90年3.26年平均残存期間(円貨)

1.09年1.39年平均残存期間(外貨)

8,109.53円12,525.54円

20年3月末 21年3月末
21,994

20,483

有価証券残高の推移 債券平均残存期間・有価証券評価損益の推移

6

〈〈株式株式〉〉
△△1,1671,167

公社公団債
1,642(△3)

その他
4,748(＋26)

政府保証債
1,452(＋4)

変動債
480(△20)※

固定債
4,000(＋1)

その他3,640億円の内訳
(前期比△1,448億円)

投資信託
342(△40)

邦貨外国証券
642(△11)

外貨債券
2,561(△10)

その他95(＋
1)

社債7,842億円の内訳
(前期比△304億円)

国債4,480億円の内訳
(前期比＋1,348億円)

※（ ）内は評価損益
※変動債の時価評価は従来どおり市場価格で評価しています

20/3比（簿価）

△35

△7

△404

（評価
損益）

△8

△1

＋6

266フレディマック

1,887ジニーメイ

31ファニーメイ

モーゲージ債の内訳



16,961 17,285

13,366 13,547

19年度 20年度

国内店 静岡県内

20 年 度 の 譲 渡 性 預 金 を 含 む 預 金 等 残 高
72,053億円 （平残）

（前期比＋862億円、年率＋1.2％）

・静岡県内預金等残高 61,341億円

前期比 ＋988億円(年率＋1.6％)

・個人預金等残高 50,447億円

同 ＋1,192億円(年率＋2.4％)

・法人預金等残高 17,285億円

同 ＋324億円(年率＋1.9％)

・預貸率85.３％、限界預貸率2６7.２％

（億円）

総預金等残高（平残）の推移

うち個人預金等残高（平残）の推移 うち法人預金等残高（平残）の推移

49,255
50,447

44,913
46,102

19年度 20年度

国内店 静岡県内

（億円） （億円）【増減額内訳（前年同期比）】 （億円）

総預金等残高（平残）増減額の内訳

＋
８
６
２

海外
△207

預金等の状況

オフショア
△230

7

※全業態(ゆうちょ銀行は含まない)

68,886

71,191
72,053

58,502

60,353
61,341

18年度 19年度 20年度

銀行全体 静岡県内

66,683

57,274

県内金融機関における預金シェア
（末残・全業態シェア）

●

67,592

58,343

68,351

59,536

26.6% 26.3%

＋＋862862

49,250 50,434

＋１,192

＋＋1,1891,189

＋324

14,518 14,529

＋＋181811

44,907 46,089

12,223 12,168

26.4%

譲渡性預金除き

譲渡性預金除き 譲渡性預金除き

金融･公金
△217

個人
＋1,192

＋＋988988

法人
＋324



4,529
4,374

4,183

4,275218

168

132
2,881

2,486

50,473
49,375

48,614

12

12

337

266

299

3,645

4,121

2,808

19年3月末 20年3月末 21年3月末

（億円）

公 共 債

外貨預金

１
１
，
４
１
３
億
円

１
１
，
８
４
３
億
円

１
１
，
４
６
６
億
円

△△430430

譲渡性預金

60,080

61,230

21年3月末の静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱を含む個人預り資産残高 61,898億円（20年3月末比＋668億円）

うち円貨預金および譲渡性預金を除く個人預り資産残高 11,413億円（同 △430億円）

保険窓販⇒ 変額年金については地方銀行でトップ水準の販売額を維持

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

△395

個人年金保険※

+154

（億円）

（億円）

個人預り資産（末残）の推移 投資信託窓販額（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券含む）の推移

＋＋668668

保険窓販額の推移

預り資産の状況

8

円貨預金

+1,098

※個人年金保険は残存する契約の残高

投資信託

61,898

722

1,222

1,504

18年度 19年度 20年度

1,013

1,2011,220

18年度 19年度 20年度



自己資本比率の状況

21年3月末バーゼルⅡによる自己資本比率(速報)は14.12％と、20年３月末に比べ、有価証券含み益の減少によ
るTierⅡの減少などにより、△0.58ポイントの低下

TierⅠ比率 13.76％（＋0.34ポイント）、コアTierⅠ比率 12.76％（＋0.13ポイント）

（％）

ＢＩＳ自己資本比率（連結ベース） 自己資本およびリスク・アセット等の推移

13.1％6,135億円802億円

アウトライヤー比率TierⅠ＋TierⅡ銀行勘定の金利リスク量

※バーゼルⅡの計算方法は、信用リスクが基礎的内部格付手法、
オペレーショナルリスクが粗利益配分手法を採用

アウトライヤー比率（単体ベース）

9

（億円）

9.78

11.39

12.63

12.76

13.7613.42

12.16

10.69

13.64

14.55
14.70 14.12

9

11

13

15

18年3月末(旧基準） 19年3月末(ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡ） 20年3月末(ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡ) 21年3月末(ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡ)

8.45
6.29 5.87

7.31

0

10

18年3月末 19年3月末 20年3月末 21年3月末

TierⅠに占める繰延税金資産相当額の割合

ＢＩＳ自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率

コアＴｉｅｒⅠ比率

＋１１７２，９５４２，８３７２，７０９－
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ相
当額に係る額

－

２５９

５１，９４０

５２，１９９

１，６０４

５，１１０

５，５８２

７，１２５

18年
3月末

旧基準 バーゼルⅡ

△２８０－２８０－フ ロ ア 調 整 額

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅱ △５００２９１７９１１，３６５

＋２８２４８２２０２２０
マーケット・リスク相
当 額 に 係 る 額

△８７４４，１４５４４，２３２４７，５４９リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等

＋４８４０，９４３４０，８９５４４，６２０
信 用 リ ス ク ・
アセットの額

５，５８９

５，９３８

６，５０４

20年
3月末

５，４２１

５，７８５

６，９１９

19年
3月末

△２７０６，２３４自 己 資 本

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ

５，６３３

６，０７８

21年
3月末

＋４４

＋１４０

20年
3月末比

う ち コ ア Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ

【参考】コアTierⅠ=TierⅠ-繰延税金資産相当額※

※その他有価証券評価差額金等対応分を除く
（％）



経費の状況
20年度経費は796億円（物件費421億円(前期比＋14億円) 、人件費331億円(同＋6億円) 、
税金44億円(同△1億円) ）

物件費は、営業店の生産性向上のための業務効率化施策、および営業推進のための施策展開等により増加

OHR 53.5％ （前期比△3.4ポイント）

335 326 325 331

357 374
421407

40 41 45 44732 741 777 796

58.9%
55.5%

56.9%

53.5%

17年度 18年度 19年度 20年度

税金
物件費
人件費
ＯＨＲ

システム関連 ＋6億円
事務委託費 ＋5億円

＋５８０７５６６事務委託費

＋１４４２１４０７３７４物件費

＋６１２９１２３１０９システム関連

その他 ＋３２１２２０９１９９

19年度 前期比20年度18年度（億円）

+14

＋４１６４２３４１店舗・研修ｾﾝﾀｰ等

△１５１３５１５０９４合 計

１２７
19年度

５３
18年度〔主な投資額〕

△５６７１システム関連
前期比20年度（億円）

経費およびＯＨＲの推移

〔ご参考〕投資額・人員の推移

物件費の推移

10

※キャッシュアウトベース

（億円）

うち行員 △２２３３２５５４８
△１８７１，５０６１，６９３営業店バック・アシスト

うち行員 ＋１８８１，９８２１，７９４
＋２７４２，６８５２，４１１営業店フロント

うち行員 ＋２５５３４５０９
＋３６１，０９６１，０６０本部・融資業務ｾﾝﾀｰ･その他

＋５４１，９２７１，８７３グループ会社等 計 （B）

＋１２３５，２８７５，１６４銀行全体 （A）

７，２１４

２，８４１

21年3月末〔人員推移〕

△１０２，８５１うち行員

＋１７７

前期比

７，０３７

20年3月末

グループ総人員 （A＋B）

（人）

※臨時雇、派遣社員等を含む



株主還元の状況

平成20年度１株当たり配当額（年間）13円は地銀最高水準（配当性向70.85％、配当利回り1.47％）

平成21年度についても、「配当性向25％程度かつ大手地銀最高水準」の配当維持を目指し、市場動向、業績等を
総合的に勘案して決定する方針のもと、1株当たり配当額（年間）13円を予定

（予想配当性向30％程度）

（ ）は中間配当額

（単位：億円、％）

配当額の推移

株主への利益配分の状況

11

13.00円（6.50円）13.00円13.00円13.00円10.00円一株当たり配当額（年間）

0.84％

17年度

1.10％

19年度

1.47％

20年度

―

21年度予想

1.03％配当利回り(配当/期末株価)

18年度

70.85

70.85

128

91

－

91

20年度

61.82

25.96

352

218

126

91

19年度

2,426（累計）363314当期純利益④

22.57

22.57

71

－

71

17年度

25.39

25.39

92

－

92

18年度

644（累計）年間配当額①

850（累計）自己株式取得額②

1,494（累計）株主還元額③＝①＋②

26.54（平均）配当性向①/④×100

61.57（平均）株主還元率③/④×100

11～20年度実績
（10年間）



平成21年度の業績予想

△４０６５０６９０基礎的業務純益

与信費用 （△）

当期純利益

経常利益

株式等関係損益

不良債権処理額 （△）

業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

経 費 （△）

業務粗利益

経常収益

【銀行単体】

３４３

１２８

１６９

△１７５

１８８

５３７

１５５

７９６

１，４８７

２，０５４

２０年度
実績

＋３９８３５

△１８３

＋１７２

＋３３１

＋１７５

△５３

＋１０３

△１３０

＋１３

△２０４

前年度比

３００

１６０

１３５

１，８５０

５００

０

６４０

２５

１，５００

２１年度
予想

１３０

２００

２，３２２

２０年度
実績

＋１７１３０１連結当期純利益

＋３２０

△２２２

前年度比

２，１００連結経常収益

５２０連結経常利益

２１年度
予想【連結】 （億円）

1,335 1,365
1,487 1,500

18年度 19年度 20年度 21年度（予想）

（億円）

業務粗利益推移

12

減収となるものの、業務粗利益は拡大を見込む

・〔経常収益〕２期連続減収 ・〔業務粗利益〕６期連続増益、過去最高

基礎的業務純益は９期振り減益となるも、経常利益・当期純利益は3期振り増益

・〔業務純益〕３期振り増益 ・〔基礎的業務純益〕９期振り減益 ・〔経常利益〕３期連続増益 ・〔当期純利益〕 ３期連続増益

（与信費用比率０．２５％）

（億円）



Ⅱ 第10次中期経営計画の経営目標



第10次中期経営計画の基本戦略の枠組み

13

・預金戦略
・法人戦略

（国際業務戦略、地域密着型金融の推進）
・個人戦略
・ﾄﾚｼﾞｬﾘｰ戦略 など

基本戦略１

・営業店の生産性向上

・ITの活用

・ﾘｽｸ管理の高度化

・ｸﾞﾙｰﾌﾟ経営管理態勢の強化

・ｺｽﾄ管理強化

・CSRの推進

・CSの向上

・ESの向上

・取引先、地域の信頼獲得

市場金利の低下

企業業績の悪化

経済成長の低迷

金融市場の混乱

個人消費の停滞

【金融・経済環境の変化】

基本戦略2 基本戦略3

地域とともに持続的成長を実現するための揺
るぎない営業基盤の確立

生産性の高い
グループ経営の実現

「しずぎんブランド」
の確立



連結ＲＯＥ
（当期純利益／TierⅠ）

連結ＲＯＥ
（当期純利益／TierⅠ）

連結ＲＯＡ
（当期純利益／総資産）

連結ＲＯＡ
（当期純利益／総資産）

連結ＯＨＲ

（経費／業務粗利益）

連結ＯＨＲ

（経費／業務粗利益）

効
率
性
指
標

7％台7％台

0.5％以上0.5％以上

50％程度50％程度

６％台６％台６％台

0.4％以上0.40.4％％以上以上

55％程度5555％％程度程度

連結BIS自己資本比率
（ＴｉｅｒⅠ比率）

連結BIS自己資本比率
（ＴｉｅｒⅠ比率）

健
全
性
指
標

12.0％程度12.0％程度 12.0％程度12.012.0％％程度程度

連結経常利益連結経常利益

単体の基礎的業務純益単体の基礎的業務純益

収
益
目
標

連結当期純利益連結当期純利益

850億円850億円

800億円800億円

650億円650650億円億円

350億円350350億円億円

650億円650650億円億円

500億円500億円

【最終年度(平成22年度)】 〔当初計画※〕 〔当初計画比〕 〔見直し後〕

第10次中期経営計画の経営目標

△200億円△200億円

△150億円△150億円

△150億円△150億円

△1％程度△1％程度

△0.1％程度△0.1％程度

＋5％程度＋5％程度

－－

※当初計画は、計画期間中(平成20～２2年度)に2回の政策金利引き上げ(＋0.5％)を見込んでいたが、
平成20年度に2回の引き下げ(△0.4％)が行われたことを主因として、最終年度(平成22年度)の経営
目標を見直した

14



基本戦略① 地域とともに持続的成長を実現するための揺るぎない営業基盤の確立

15

地域とともに持続的成長を実現するための揺るぎない営業基盤の確立基本戦略1

・地域密着型金融の推進

・フロント特化型店舗、ミニ店舗
ダイレクトチャネル、ビジネスステーション

地域シェアの拡大とプレゼンスの向上

利便性の高い営業チャネルの構築

・ソリューション営業の高度化による渉外営業力の強化

・店頭営業力の強化

概 要
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〔20年度修正計画〕

地域密着型金融への取組み

経営改善支援・事業再生支援

ビジネスマッチング

Shizuginship

総合取引化の推進・ｿﾘｭｰｼｮﾝ営業の強化

中小企業金融の円滑化・法人預金の増強・フィー収益の確保

地域の取引先を支援

地域金融の安定化

取引先との
リレーション強化

取引先のﾏﾈｰﾌﾛｰの捕捉

ﾗｲﾌｻｲｸﾙに応じたｿﾘｭｰｼｮﾝの提供

地域における静岡銀行グループの
プレゼンスを高める

基本戦略① 地域とともに持続的成長を実現するための揺るぎない営業基盤の確立

法人戦略



ビジネスマッチング、次世代経営者塾「Shizuginship」に取組み、取引先の事業拡大･後継者育成に寄与

地域経済に与える影響が大きい企業を中心に各種再生手法を活用し、迅速かつ円滑な事業再生を支援

次世代経営者塾「Shizuginship」

2,257

822708599

323
440

360382

0

400

800

1200

1600

2000

2400

17年度 18年度 19年度 20年度

-600

-300

0

300

600

（件）

ビジネスマッチングの成約実績および融資獲得額

事業再生への取組み

17
14

18 19

17年度 18年度 19年度 20年度

会員数（2１年３月末）

7６０社、1,1５3名

セミナー・視察会の開催

フォーラム ３回

セミナー １５回

ゼミナール ２２講座

ワークショップ ２企画

視察会 ４回

のべ参加者数 ３,０２１名

17

（件）〔事業再生支援完了件数〕

（億円）

〔主な商談会〕
しずぎん＠ｇｒｉｃｏｍ
東京ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾐｯﾄ2008「静岡夢街道」
上海ビジネス商談会2008 ほか

融資獲得額

26.5
28.0 28.9

24.4 24.2 23.9 23.9

27.3

9.09.29.49.8

18年3月末 19年3月末 20年3月末 21年3月末

静岡県内貸出金シェアの推移

（％）

基本戦略① 地域とともに持続的成長を実現するための揺るぎない営業基盤の確立

地域密着型金融への取組み

信用金庫

静 岡 銀行

ﾒ ｶ ﾞ ﾊ ﾞ ﾝ ｸ
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消費者ローン戦略

借替ﾏｰｹｯﾄへの取組強化

無担保ﾛｰﾝの増強
（改正貸金業法の完全施行）

富裕層取引

「顧客資産管理型」
金融サービス

（相続対策・資産承継）

人口の減少・少子高齢化の進行

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ戦略

クロスセルの実現

将来のポスト住宅ローンを展望した
個人営業体制の整備

基本戦略① 地域とともに持続的成長を実現するための揺るぎない営業基盤の確立

個人戦略
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生産性の高いグループ経営の実現基本戦略2

・新営業店システム（フロント業務のレベルアップ）

営業店の生産性向上

ITの活用による効率性の高い業務運営体制の構築

リスク管理の高度化と資本効率の向上

実効性の高いコンプライアンス態勢の確立

グループ経営管理態勢の強化

・ITインフラの早期定着・投資効果の実現

基本戦略② 生産性の高いグループ経営の実現

概 要



営業店のロビーを、営業の場、顧客とのコミュニケーション機会創出の場として最大限活用

顧客の利便性を重視し、顧客と目線を合わせた窓口対応を目指すフロント業務特化型店舗を展開

フロント業務特化型店舗の先駆的なレイアウトや新しい機能を備えた「草薙支店」を新築オープン（4月13日）

▲営業事務室から独立させた「アイランド型」の
受付カウンター３基を設置

①総合受付カウンター
②一般個人カウンター（個人のお客さまを中心

に営業事務室との連携が不要な取引に対応）
③サービスカウンター（法人や事業所の取引を

中心に対応）

▲ロビー入口にエクスプレス窓口（税金・公共料金
納付専用窓口）と一体化させた総合受付カウン
ターを設置。フロア担当が来店客の用件に応じて
誘導する 20

基本戦略② 生産性の高いグループ経営の実現

フロント業務特化型店舗への取組み
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「しずぎんブランド」の確立基本戦略3

ＣＳＲの推進

地域からの評価・信頼度の向上
・「経済面・社会面・環境面」からの地域貢献への取組み

顧客満足度（CS）の向上

株主・市場からの評価の向上

従業員満足度（ES）の向上

・取引先からの信頼確保

・強固な財務基盤の維持を通じた健全性・信頼性の確保

・人材育成風土の醸成

基本戦略③ 「しずぎんブランド」の確立

概 要



本部敷地内に人材育成の拠点となる「新研修センター」をオープン（4月1日）

▲大会議室（350人収容）

▲フロア研修室

▲ミーティングルーム（5室） 22

基本戦略③ 「しずぎんブランド」の確立

人材育成風土の醸成



【参考資料】



法人・個人戦略の取組み（平成21年度）

お取引先のライフサイクルに応じた経営課題やニーズを発掘し、高付加価値のソリューションを提供する

景気悪化局面においても、新規貸出先の獲得や中小企業貸出の積み上げを図る

・貸出金平残＋420億円(年率＋1.1%)

・預金等平残＋976億円(年率＋5.4%)

・手数料収益獲得28億円

23

〔法人部門21年度計画〕

６，６５８６，０４５信用保証協会保証付貸出金平残

１６１９対顧デリバティブ手数料獲得

２，０００
２，２５７

(当初計画1,000)
ビジネスマッチング件数

＋６２８＋１,１２９円貨中小企業貸出平残増加

１，１８２ １，２００
新規貸出先の獲得額

(東京､名古屋､大阪を除く)

・貸出金平残＋1,111億円(年率＋5.7%)

・預金等平残＋1,568億円(年率＋3.1%)

・預り資産販売収益額48億円

〔個人部門21年度計画〕

１００,０００
１０８，１０７

(当初計画100,000)
ｊｏｙｃａ会員獲得数

３，２００２，５９２セレカ獲得件数

４３４４３９グループ投資信託販売額

個人年金保険等販売額

消費者ローンの末残増加

１，０７２１，０１３

＋１，２９６ ＋６２５

〔主な取組み〕 〔20年度実績〕 〔21年度計画〕 〔主な取組み〕 〔20年度実績〕 〔21年度計画〕

（億円、件） （億円、件）



手数料収益

16
19 19

13

7

26 26 26

17
14

31

26

18/上 18/下 19/上 19/下 20/上 20/下

16 10

99
101 105

101 93

61

22 1518 23

11.7%

14.6%
17.6%17.1%

18.0%17.1%

18/上 18/下 19/上 19/下 20/上 20/下

銀行

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

手数料収入は、投資信託、保険窓販の販売低迷により減少

（億円） （億円）

＋１億円８０億円手 数 料 費 用

支 払 雑 手 数 料 ＋３億円３２億円

＋１億円９０億円受 入 雑 手 数 料

代 理 事 務 手 数 料
(保険窓販手数料など )

△１６億円４７億円

△２１億円２３４億円手 数 料 収 入

20年度 前年同期比〔単体〕

投資信託（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

保 険

手数料収益比率
（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

手数料収益（銀行・静銀ティーエム証券） 投資信託・保険窓販の手数料収益

手数料収入・費用

24

109

127

117
124

116

71



健全な財務体質（単体バランスシート概要）

その他資産

6,602
純資産

6,306

有価証券

20,483
その他負債

10,469

預金等
（総預金＋NCD）

73,985

貸出金

63,675

健全な貸出金構造
安定した資金調達

充実した自己資本

うち中小企業向け貸出

25,807
うち住宅ローン

18,056

合計 43,863

※総貸出金に占める割合69％

【参考】
信用保証協会保証付貸出残高

6,674

うち個人預金

50,811

(うち流動27,034)

(うち固定23,777)

※預金等に占める割合69％

〔平成21年3月末バランスシート〕

健全な投資運用ポートフォリオ

うち国債 4,480

うち政府保証債・公社公団債

3,094

合計 7,574

※有価証券全体に占める割合

37％

BIS自己資本比率

13.91％

【参考】連結ベース
BIS自己資本比率 14.12％
ＴｉｅｒⅠ比率 13.76％
中核自己資本比率12.76％
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（億円）

（億円）

（億円）

（億円）



預貸金利回りの状況

21年3月の預貸金利回り差は、20年3月末比△0.11ポイントの低下

円貨貸出金・預金構成の変化（単月比較）

1.86

2.05 2.06 2.05 2.04 2.03 2.03 2.02 2.04
2.01

1.96
1.94

1.88
1.86

1.65

1.86 1.87 1.85 1.84 1.83 1.82 1.82 1.84
1.81

1.77
1.75

1.67
1.65

2.21

2.39 2.39 2.39 2.39 2.39 2.39 2.38 2.38 2.37

2.31 2.30

2.26

2.22

20/3月 6月 9月 12月 21/3月

（％）

法 人

個 人

全 体

〔20年3月〕 〔21年3月〕 （兆円、％）

２．８

３．９

７．１

１．８

１．６

２．７

４．４

６．２

平残（構成比）

（38.7）

（56.3）

（100.0）

（28.2）

（25.3）

（44.8）

（71.8）

（100.0）

０．３９

０．１７

０．２７

１．９６

１．２０

２．５２

２．０７

２．０４

利回り

（41.1）

（55.4）

（100.0）

（28.6）

（26.2）

（43.6）

（71.4）

（100.0）

定期性預金

流動預金

０．１８７．１預 金

０．０２４．０

２．１９２．６
短ﾌﾟﾗ・新長ﾌﾟﾗ

基準

市場連動

１．９５１．６固定金利

２．７

１．５

４．２

５．８

平残（構成比）

１．０９

０．３７

１．８０

１．８４

利回り

変動金利

貸出金

＋１．７７＋１．７７〔預貸利回り差〕 △0.11

※預金はNCDを含む

＋１．６６＋１．６６

貸出金利（月中平均）の推移

うち企業規模別法人貸出金利の推移

1.23

1.241.25

1.30
1.331.32

1.34
1.321.311.321.321.33

1.35

1.33

1.89
1.91

1.93
2.01

2.03

2.09
2.112.11

2.10
2.122.12

2.14
2.162.15

20/3月 6月 9月 12月 21/3月

（％）

大･中堅企業

中小企業
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～～

～～

政策金利 0.50％

0.10％

0.30％



リスク資本配賦の状況

27

１００．０％２３３２３３ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ

３８．２％

―

５７．５％

７４．１％

０．０％

５３．０％

３９．７％

４２．４％

９２．６％

２，１３８３，７１３小 計

２，１３８５，５９１合 計

―

４３

０

３５

５０３

１，０２１

８０６

８１ＡＬＭ部門

６６海外店

１，２６５（うち政策投資）

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等

連結子会社

資金証券部門

支店営業部門

２，４０５

５８

１，８７８

８７０

リスク資本
配賦額

リスク資本
使用額

配賦原資

20年度下期のリスク資本配賦額は5,591億円、うち信用リスク1,243億円、市場リスク2,237億円、オペ
レーショナルリスク233億円、バッファー資本等1,878億円を配賦

リスク資本使用額は、支店営業部門806億円、資金証券部門1,021億円等

※リスク資本使用額＝VaR

※バッファー資本は、東海大地震等非常時への備え、

ならびにその他計量化できないリスクへの備え

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ ２
３３

市場リスク
２，２３７

バッファー資本等
１，８７８

信用リスク
１，２４３

中核自己資本
５，５９１

(20年12月末基準)

（億円）

リスク資本
使用率



グループ会社の状況

３

４４３

４７

８

３５

１８

２６

７

２２

１２

５７

２０７

３

経常収益

＋ ２

△ ３８

＋６

０

△ １

△ １０

△ １１

＋１

０

０

△ ４

△２０

０

前年同期比

△ ９

３３

１

０

△ ０

１

３

１

５

８

３

１０

１

経常利益
前年同期比

０為替送信･代金取立等の集中処理業務等静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱

０経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

△ ５ﾘｰｽ業務静銀ﾘｰｽ㈱

△ ２ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連業務、計算受託業務静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱

０信用保証業務静銀信用保証㈱

０ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ㈱

＋１株式公開支援業務、中小企業再生支援業務静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

△ ９証券業務静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱

＋１１銀行業務・証券業務欧州静岡銀行

０労働者派遣業務等静銀総合ｻｰﾋﾞｽ㈱

０銀行担保不動産の評価･調査業務等静岡ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱

△ ３合 計 （11社）

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務

業務内容

△ １静銀ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ㈱ ※

会社名

※持分法適用関連会社、平成19年4月開業
28

(億円)

グループ会社(連結子会社11社)は、

経常収益443億円(前期比△38億円)、経常利益33億円(同△3億円)の減収減益



3.8

5.6

2.5
3.0

1.9

6.3

3.9
5.3

1.2

4.3

2.1

0.5

-2

0

2

4

6

17年度 18年度 19年度 20年度

静岡銀行

静岡県

全国

（出所）静岡県企画部

世界的規模の景気後退から、静岡県経済は悪化している

中小･零細企業を中心に、倒産件数が増加している

（％） ※前年同期比

5.5

3.2

2.0

△ 5.2

△ 3.8

1.6

2.4 2.3

-6

-3

0

3

6

17年度 18年度 19年度 20年/12月

静岡県

全国

（％） ※前年同期比

静岡県の業況判断DIの推移

△ 9

124
11

△ 51

△ 29

△ 19

9

△ 46

△ 24

△ 14
△ 7

△ 4
24

78

-55

-35

-15

5

19年/3 9 20年/3 9 21年/3

静岡県

全国

327
293279258

11.6

5.0

8.1

▲ 6.5

12.4
7.7

1.3▲ 0.1

0

100

200

300

400

500

17年度 18年度 19年度 20年度

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

静岡県

全国

（出所）日本銀行

（出所）日本銀行

（出所）東京商工リサーチ

静岡県の経済動向
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静岡県の実質経済成長率の推移 静岡県の業況判断DIの推移

静岡県の倒産件数の推移静岡県の貸出金（末残）の推移

（件） ※前年同期比(％)



〈経済規模〉静岡県経済は「３％、１０位の経済圏」と称せられ、多くの経済指標が全国シェアで３％、都道府県別で１０位前後に集中しており、全国
的にも高水準の経済力である （億円）

〈健全性〉静岡県内の企業倒産率は低水準にあり、健全で体力のある企業が多い。また、地公体の財政も全国的にみて健全である

３．０５％２．７０％２．３７％２．３８％〃 （全 国）

４位３位１０位７位〃 （低い方から順位）

－７２．９６９．６６５．３財務力指数 （静岡県）

－４９．７４６．４４２．８〃 （全 国）

－７位６位６位〃 （順 位）

２．０１％１．８３％１．８７％１．５７％信用保証協会代位弁済率（静岡県）

９位７位２１位８位〃 （低い方から順位）

０．４０２％０．３１７％０．２８５％０．２５２％〃 （全 国）

０．３１０％０．２３０％０．２５４％０．１６９％企業倒産率 （静岡県）

平成２０年度平成１９年度平成１８年度平成１７年度

注）企業倒産率は暦年ベース、それ以外は年度ベース

注）製造品出荷額は年ベース

３位

３，３６７，５６６

１９４，１０２

－

５，１５８，５７９

－

平成１９年度

３，１４８，３４６２，９５８，００３国内製造品出荷額

１０位１０位県内総生産の順位

１８２，３４７１７３，２２７県内製造品出荷額

３位３位県内製造品出荷額の順位

５，１０９，２４７５，０３１，８６７国内総生産

１６８，６６４１６６，０２２県内総生産

平成１８年度平成１７年度
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静岡県経済の強み①



〈成長性〉静岡県はニュービジネスに取り組む企業も多く新しい産業が生まれている

〈地域の雇用・企業収益〉

－－３３６３３５〃 （全 国）

－－８位６位〃 （順 位）

※△７２．２％△５．６％＋１２．２％△０．５％企業収益（前年比）（静岡県）

※△４１．４％△１．０％＋１０．１％＋１２．３％〃 （全 国）

－－３３０３３３月平均賃金 （静岡県） （千円）

０．８８倍１．０４倍１．０６倍０．９５倍〃 （全 国）

１．０５倍１．２１倍１．２５倍１．１４倍有効求人倍率 （静岡県）

平成２０年度平成１９年度平成１８年度平成１７年度

注）有効求人倍率と月平均賃金は暦年ベース、企業収益は年度ベース ※平成２０年度計画

※ 中小企業新事業活動促進法に基づく承認・認定企業

注）工場立地件数は暦年ベース、それ以外は年度ベース

７１０５６新連携認定企業数（※） （静岡県）

１４２１４２１５８１６２〃 （全 国）

１４４１２４１０２８５工場立地件数（静岡県）

１，６３１１，７９１１，７８２１，５４４〃 （全 国）

１位１位３位３位〃 （順 位）

３００２６２２３３１９４経営革新計画承認企業数（※） （静岡県）

４，２７２４，７３６５，２５８４，４２１〃 （全 国）

３位５位７位７位〃 （順 位）

平成２０年度平成１９年度平成１８年度平成１７年度
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本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証

するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。


